
（単位：円）

予算額 決算額 差　額 備 考 予算額 決算額 差　額 備 考 予算額 決算額 差　額 備　考

収入

新産業創出等研究開発推進事業費補助金 3,966,669,000 403,000,000 △ 3,563,669,000 (注１) 1,404,259,000 674,259,000 △ 730,000,000 (注１) 2,963,972,000 2,068,536,000 △ 895,436,000 (注１)

その他の収入 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

3,966,669,000 403,000,000 △ 3,563,669,000 1,404,259,000 674,259,000 △ 730,000,000 2,963,972,000 2,068,536,000 △ 895,436,000

支出

一般管理費 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

うち人件費 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

うち物件費 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

業務経費 3,966,669,000 242,176,800 △ 3,724,492,200 (注３) 1,404,259,000 651,415,605 △ 752,843,395 (注３) 2,963,972,000 309,429,117 △ 2,654,542,883 (注３)

3,966,669,000 242,176,800 △ 3,724,492,200 1,404,259,000 651,415,605 △ 752,843,395 2,963,972,000 309,429,117 △ 2,654,542,883

予算額 決算額 差　額 備 考 予算額 決算額 差　額 備 考 予算額 決算額 差　額 備　考 予算額 決算額 差　額 備　考

収入

新産業創出等研究開発推進事業費補助金 3,370,623,000 1,741,963,000 △ 1,628,660,000 (注１) 895,942,000 445,383,000 △ 450,559,000 (注１) 1,600,173,000 1,600,173,000 0 14,201,638,000 6,933,314,000 △ 7,268,324,000 (注１)

その他の収入 ― ― ― ― 330,594 330,594 (注２) ― 832,678 832,678 (注２) ― 1,163,272 1,163,272 (注２)

3,370,623,000 1,741,963,000 △ 1,628,660,000 895,942,000 445,713,594 △ 450,228,406 1,600,173,000 1,601,005,678 832,678 14,201,638,000 6,934,477,272 △ 7,267,160,728

支出

一般管理費 ― ― ― ― ― ― 1,600,173,000 1,048,145,133 △ 552,027,867 (注４) 1,600,173,000 1,048,145,133 △ 552,027,867 (注４)

うち人件費 ― ― ― ― ― ― 737,052,000 626,345,548 △ 110,706,452 737,052,000 626,345,548 △ 110,706,452

うち物件費 ― ― ― ― ― ― 863,121,000 421,799,585 △ 441,321,415 863,121,000 421,799,585 △ 441,321,415

業務経費 3,370,623,000 135,115,536 △ 3,235,507,464 (注３) 895,942,000 258,752,584 △ 637,189,416 (注３) ― 36,615,756 36,615,756 (注５) 12,601,465,000 1,633,505,398 △ 10,967,959,602 (注３)

3,370,623,000 135,115,536 △ 3,235,507,464 895,942,000 258,752,584 △ 637,189,416 1,600,173,000 1,084,760,889 △ 515,412,111 14,201,638,000 2,681,650,531 △ 11,519,987,469

（注１）　新産業創出等研究開発推進事業費補助金の収入については、委託研究契約の開始遅れなどにより予算額に比して少額となっております。

（注２）　その他の収入については、厚労科研費の間接経費の獲得等がありました。

（注３）　支出のうち法人共通以外の区分では、委託研究契約の開始遅れなどにより予算額に比して少額となっております。

（注４）　支出のうち一般管理費については人件費・物件費共、支出額が予定より減少したことにより、予算額に比して少額となっております。

（注５）　支出の業務経費のうち、他の特定の区分に属さない支出について「法人共通」に整理したことによる支出がありました。

決　　算　　報　　告　　書

自　令和　５年　４月　１日
至　令和　６年　３月３１日

区　　　分
ロボット 農林水産業 エネルギー

合計

計

計

計

計

区　　　分
放射線科学・創薬医療・放射線の産業利用 原子力災害に関するデータや治験の集積・発信 法人共通


